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国保組合の所得実態調査結果   



○ 現在、国保組合は1占る組合あり、大別すると①医師、歯科医師、薬剤師（92組合  
る9万人）、②建設関係の従事者（33組合221万人ト③市場従事者、食品関連の従  
事者等〔一般業種（41組合113万人川こ分けられる。   

潜倉鹿屋職  

年 度   平成14年度   平成15年度   

組合数   1るる   1るる   

被保険者数   411万人   404万人  

（注）毎年度末の数値  

○ 国保組合への国庫補助  

① 定率補助－・′1療養給付章等の32ヲ乙。平成9年9月以降、法人等の新規加入者  
は13ヲ乙（老健・介護1る．4％】。  

② 調整補助■・■組合の財政力に応じて療養給付費等の1％～20％。  

医療保険制度改革に係る基本方針により、「国保組合については、市町村国   
保との財政力の均衡を図る観点から、国庫助成の在り方について見直しを行   
う。」こととされており、1占年度所得調査結果に基づき、見直しを検討。  
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1調査の実施時期一対象者  

1るる国保組合を対象に、平成1占年度に実施。   

調査対象者は、国保組合の規模に応じて組合員  

数に抽出率を乗じて算出。   

国保組合の組合員とその家族の平成1る年度分の  

地方税法の規定による市町村民税に係る同法第  
314条の2第1項に規定する総所得金額、及び山林  

所得金額等と区分して計算される所得の金額の合  

計額から同項各号及び同条第2項の規定による控  

除をした後の金額の調査を実施。  

組合員数   抽出率   

1千人未満   3／4   

1千人以上  2千人未満   2／3   

2千人以上  5千人未満   2／5   

5千人以上  10千人未満   り4   

10千人以上  20千人未満   1／占   

20千人以上  50千人未満   1／11   

50千人以上   100千人未満   り1る   

100千人以上   1／40  

2 回収率  

国保組合平均87％。  
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3 結果の概要  

（1）業態別所得  

国保組合の平均は、1′250千円であり、業態別には建設が最も低く、医師が高い。  

（2）被保険者1人当たりの分布  
全体の約3分の1が、1′000千円未満。組合間の格差は、最低327千円に対し、最高3，198千円であり、かなり大きなもの  

となっている。  

被保険者1人当たり課税標準額の分布  所得調査結果  

千円超  千円未満  組合数   割合   

300 －   1′000   5占   33．7％   

1′000 －  1′500   32   19．3％   

1′500 －  2′000   29   17．5％   

2′000 －  2′500   15   9．0ヲ乙   

2′500 －  3′000   31   18．7％   

3′000 －  3′200   3   1．8ヲ乙   

平均課税標準額＊1  

1人当たリ   1世帯当たり   

国保組合平均  1′250千円  2′909千円   

建設業   d14千円  1′50占千円   

一般業   1′011千円  2′347千円   

薬剤師   1′43占千円  2′る81千円   

医師   2′る20千円  5′占37千円  

（参考）   

平成15年度平均保険料額＊2   

1人当たり   1世帯当たり   

115．040   2‘8．254   

105′る51   2る4′583   

107′る占3   242′978   

117′34る   228′778   

127, 15555 337′050   

115′089   217′占84  

＊1課税標準額の集計に当たっては、市町村国保に係る保険税課税   

限度額を勘案し、上限を設定  

＊2 医師国保組合及び歯科医師国保組合においては、「自らの医療   
機関における被保険者に関する診療婚家診療）」を保険給付しな   

いことを規約上定めている組合が多数存在する。  
これらの自家診療分は、保険の適用とならないので、被保険者   
の負担となっていることに留意する必要がある。  

＊3 市町村国保の数値は、「平成15年度国民健康保険実態調査報告」   

による平成14年度のもの   

（参考）市町村国保の状況＊3  

平均所得  平均保険料額  

1人当たり   1世帯当たり   1人当たり   1世帯当たリ   

市町村国保  

（一般世帯）   
8‘8千円  1′‘29千円   72′‘01   13‘′227   
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（参考）比較表  

国保組合（1人当たり平均課税標準額）  

昭和58年度調査  平成1占年度調査   増加額   

国保組合平均   ‘4‘千円   1．250千円   ‘04千円   

建設業   34占千円   引4千円   2占8千円   

一般業   る74千円   1′011千円   337千円   

薬剤師   822千円   1′43る千円   占14千円   

医師   1′529千円   2′占20千円   1′091千円  

市町村国保（1人当たり平均所得）＊1  

昭和59年度   平成15年度   増加額   

市町村国保   

（一般世帯）   
‘49千円   8‘8千円   219千円   

＊1市町村国保の数値は、「国民健康保険実態調査報告」による。  
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